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脱炭素化促進事業における
促進区域の設定について

2024(R06)年11月5日
福知山市環境審議会
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福知山市における促進区域(太陽光)の設定類型案

類型案 公共施設

事業所の建物屋根や屋上等

①＋②
①事業所等の建物屋根や屋上等

（工業団地以外）
②工業団地

例
存続を予定する公共施設 全域における該当エリア （工業団地を除く） 長田野工業団地

アネックス京都三和

ポ
テ
ン
シ
ャ
ル

年間発電量見込
建物：4,775MWh
市有地：16,601MWh

事業所全体の導入ポテンシャル
58,879MWh

業務部門；15,574MWh
産業部門： 4,750MWh

建物：33,566MWh
駐車場： 4,989MWh

算出方法

年間予想発電量(kWh/年)＝
設置可能な設備容量(kW)×年間予測日射量
(kwh/m2/年)×総合設計係数(※通常は0.7程度と
する)×標準日射強度(kw/m2 ※値は1固定)

公共施設群を含む未利用地等への再エネポテンシャル
調査 調査報告書より抜粋

右記①②の合算

経済センサスのデータをもとに非住
宅用太陽光発電設備の導入実勢値
から、業務部門と産業部門における
未導入事業所数を推計し、その値に
平均設備容量を乗じて、年間発電量
見込を算出した。

衛星画像をもとに目視で設置可能
面積を調査、その面積から導入可
能量（kW）を算出した。
そのうち3割の導入が現実的であ
ると見込み導入率を３０％と設定
し、年間の発電量見込を算出して
いる。
なお、1kWあたりの発電量は
1.1810726MWhで算出してい
る。

区域施策編
計画掲載ページ

80 89,90,92 90、92 89

CO2換算量
建物：1,719t
市有地：5,976t

事業所全体の削減ポテンシャル
21,196t

業務部門；5,606ｔ
産業部門：1,710ｔ

建物：12,083t
駐車場： 1,796t

算出方法 年間発電量見込みに関西電力の2023(R05)年度の基礎排出係数0.360kg-CO2/kWhを乗じて算出している。

備考

公共施設群を含む未利用地等への再エネポテンシャル
調査(令和6年3月)での調査対象である公共施設56
施設、市有地7カ所についての報告結果を参照してい
る。

右の条件に該当する対象施設におけ
るポテンシャルを記載している。

本市の事業所のうち、従業員数5人
以上の事業所について、太陽光発電
設備未設置の推計事業所数の3割
に太陽光発電設備を導入した場合
の試算

長田野工業団地に立地する41事
業所について、仮に既に太陽光発
電設備を設置済の事業所を除いて、
新たに3割で太陽光発電設備を導
入した場合の試算

促進区域
設定の

メリット等

◎ △ △ ◎

・設備導入補助金など各種補助制度を活用する
場合において有利になる。

・対外的なPRに繋がる

・設備導入補助金など各種補助
制度を活用する場合において
有利になる

・設備導入補助金など各種補助
制度を活用する場合において
有利になる

・面的推進が難しい

・設備導入補助金など各種補助
制度を活用する場合において
有利になる

・対外的なPRに繋がる
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促進区域(太陽光)の詳細

【今後の方針】
①耐震性能が新耐震基準に適合する建物や土地への、

従来型の太陽光パネルの導入推進
②老朽化及び屋根の形状等の事情により、従来型の太陽光パネル

の導入が難しい建物へのペロブスカイト太陽電池の導入推進

【ペロブスカイト太陽電池について】
２０２５(R07)年に実用化が予定されているペロブスカイト太陽電
池は、薄くて軽く、将来的に低価格で提供されるとされており、従来
の太陽光パネルでは設置が難しかったアーチ状の屋根等にも設置
が可能となる。なお、経済産業省は、同太陽電池に係る導入補助を
2025(R07)年度から開始する方針である。
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促進区域(太陽光)の設定による
「福知山市環境基本計画」内指標の進展効果

指標 現状値
令和５年度捕

捉
促進区域設定

効果
中間目標

(令和9年度)
最終目標

(令和14年度)
指標の説明 捕捉方法 現状の対象

温室効果ガスの
排出削減率

（％）

24.3

2018
(H30)年度

32.9 37.16 41 53.2

自治体排出量カルテ
に記載する温室効果
ガスの排出量につい
て経年での削減を図
る。

自治体排出量カルテに
記載する「部門・分野
別の温室効果ガス（Ｃ
Ｏ2）排出量の経年変
化」の数値を採用する。

2013(H25)年 678千t-CO2
2014(H26)年 671千t-CO2 削減率1.0%
2015(H27)年 611千t-CO2 削減率9.9%
2016(H28)年 596千t-CO2 削減率12.1%
2017(H29)年 565千t-CO2 削減率16.7%
2018(H30)年 513千t-CO2 削減率24.3%
促進区域設定 28,891t-CO2 削減効果4.26%

地 産 再 生 可 能
エ ネ ル ギ ー の
発電量

（MWh）

67,407

2020
(R2)年度

61,509 147,662 164,733 222,076

自治体排出量カルテ
に記載する「再生可
能エネルギー合計」
を「地産再エネの発
電量」と捉え、本容
量を向上させる。

自治体排出量カルテ
より捕捉。

区域の再エネ合計 67,407MWh
促進区域設定 80,255MWh

エネルギー
自給率

（％）

12.5

2020
(R2)年度

11.4 27.28 30.6 42.8

自治体排出量カルテ
に記載する「対消費
電力FIT導入比」を
「エネルギー自給率」
と捉え、本比率を向
上させる。

自治体排出量カルテ
より捕捉。

区域の電気使用量 541,214MWh
区域の再エネ合計 67,407MWh
促進区域設定 80,255MWh

類型案

(2ページ再掲)
公共施設

事業所の建物屋根や屋上等

①＋②
①事業所等の建物屋根や屋上等

（工業団地以外）
②工業団地

例
存続を予定する公共施設 全域における該当エリア （工業団地を除く） 長田野工業団地

アネックス京都三和

ポ
テ
ン
シ
ャ
ル

年間発電量見込
建物：4,775MWh
市有地：16,601MWh

事業所全体の導入ポテンシャル
58,879MWh

業務部門；15,574MWh
産業部門： 4,750MWh

建物：33,566MWh
駐車場： 4,989MWh

CO2換算量
建物：1,719t
市有地：5,976t

事業所全体の削減ポテンシャル
21,196t

業務部門；5,606ｔ
産業部門：1,710ｔ

建物：12,083t
駐車場： 1,796t

備考

公共施設群を含む未利用地等への再エネポテンシャル
調査(令和6年3月)での調査対象である公共施設56
施設、市有地7カ所についての報告結果を参照してい
る。

右の条件に該当する対象施設におけ
るポテンシャルを記載している。

本市の事業所のうち、従業員数5人
以上の事業所について、太陽光発電
設備未設置の推計事業所数の3割
に太陽光発電設備を導入した場合
の試算

長田野工業団地に立地する41事
業所について、仮に既に太陽光発
電設備を設置済の事業所を除いて、
新たに3割で太陽光発電設備を導
入した場合の試算
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他市町における促進区域(太陽光)の設定事例
(具体例１：北海道石狩市)

出典：環境省『地域脱炭素のための促進区域設定等に向けたハンドブック（第4版）』(2024年4月)
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他市町における促進区域(太陽光)の設定事例
(具体例２：富山県氷見市)

出典：環境省『環境省説明資料(2024年6月13日)』
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促進区域(太陽光)設定済みの他市町に対する
聞き取り調査結果(匿名化処理)

自治体 促進区域の設定内容 当該場所に促進区域を設定した理由・経緯
促進区域設定段階で想定していたメリット
や、実際に制度運用する中で見つかった

「設定前には想定していなかったメリット」

工業団地や産業団地に設
定することによるメリット・

ねらい・期待する効果

Ａ
・公共施設の屋根
・公有地
・工業団地

・区域施策編の中の主要プロジェクトの推進に際して
のスタートアップ地点として設定した。

・「ここから始める」という方針を示すことが
できた点。

・工業団地内の企業が、脱
炭素関連事業を検討中で
あったことから、その後
押しにつながることを期
待した。

Ｂ

・まちづくりの方向性と合致する場所を
中心に促進区域を設定し、促進区域
エリアから全域に再エネの導入の波及
を目指す。

・事業者からの提案を受けた個々の
プロジェクトの予定地に関しては、
個別に区域として設定することを
含めて検討する。

・計画を進めていく上で、再開発事業については公費
を投入することから、公共貢献として脱炭素化の
取組を求めていくべきであり、住民意見や事業者
アンケートの結果でも当該場所の要望が多いため。

・脱炭素社会の実現を進める方針と合致するため。

・関係許可等手続きのワンストップ化の特例 ・設定していない

Ｃ
・公共施設の屋根
・公有地
・建築物の屋根

・国や都道府県の促進区域設定に係る基準や安全・
防災面、景観・環境の保全の観点、住民・ワーク
ショップの結果などを踏まえて設定した。

・好ましくない箇所で太陽光パネルを設置
しようとしている事業者に対しては、条例
等は定めていないが、一定のスタンスは
示すことができる。

・民間事業者、業務部門で
のCO２削減や再エネ導
入を進めることが計画の
実現に必要であり、補助
制度等を検討し省エネ・
再エネの普及を図りたい。

Ｄ
・公共施設の屋根
・公有地

・指定区域は、内水対策の重点地区に指定されており、
当該場所を指定することで、脱炭素対策と災害対策
を同時に促進することができる。

・様々な機能を有する複合施設がエリア内にあり、太
陽光を設置し自家消費させることで温室効果ガス排
出の抑制となるだけでなく、災害発生時の防災拠点
としての機能を拡大させることが可能となる。

・促進区域の設定を行うことで、重点的に
取り組むことが可能と考える一方で、自治
会への説明や住民への説明により、重点区
域以外の住民への理解を得る必要がある。

・設定していない
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促進区域及び太陽光発電設備に関連する国の補助金(1)

【2025(R07)年開始予定の国補助金情報】
経済産業省は、フィルムのように薄くて軽く、折り曲げられる「ペロブスカイト太
陽電池」の導入補助を2025(R07)年度から開始する方針である。従来の太
陽光パネルとの価格差分の補助によって導入を促進する。公共施設の屋根等、
一カ所当たりの設置面積が大きい場所を対象とし、量産化と低価格化を促す。

経済産業省「次世代型太陽電池の導入拡大及び産業競争力強化に向けた官民協議会」(令和６年１０月８日)
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促進区域及び太陽光発電設備に関連する
国及び府の補助金(2)

補助金

特定建築主等太陽光発電設備
等導入促進事業補助金

お問い合わせ: 京都府

総合政策環境部脱炭素社会推進課エネルギー
政策係
：０７５－４１４－４２９８

フェーズ: 支援分野: 再エネ 募集期間: 2024(R06)年9月17日～
2025(R07)年1月31日

事業の概要 府内の事業所等に太陽光発電設備を導入する民間事業者を支援します。
（PPA・リース事業者を含む）

支援内容 府内の延床面積３００㎡以上の事業所等において、以下の基準量より１ｋW以上高い
発電出力を有する太陽光発電設備を導入する場合に、①太陽光発電設備の設置費
用、②①に附帯する蓄電池の設置費用を支援

実施スキー
ム

■補助率
太陽光発電設備 (補助上限 ９００万円)
：次のいずれか低い額
・５万円/kW
・基準量超過分の費用
蓄電池
・導入費用の1/3
・１００万円

■事業形態
直接補助

■補助対象
民間事業者


